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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

連結経営指標等

　

回次
第39期

第２四半期

連結累計期間

第40期

第２四半期

連結累計期間

第39期

第２四半期

連結会計期間

第40期

第２四半期

連結会計期間

第39期

会計期間
自  平成22年３月１日

至  平成22年８月31日

自  平成23年３月１日

至  平成23年８月31日

自  平成22年６月１日

至  平成22年８月31日

自  平成23年６月１日

至  平成23年８月31日

自　平成22年３月１日

至　平成23年２月28日

売上高 (千円) 19,730,82619,802,9689,934,7669,782,14340,139,105

経常利益 (千円) 553,822 433,453 289,820 254,8831,470,506

四半期(当期)純利益 (千円) 271,870 144,515 157,413 138,826 710,529

純資産額 (千円) ― ― 16,280,97216,275,91116,746,668

総資産額 (千円) ― ― 29,719,38332,200,27131,598,354

１株当たり純資産額 (円) ― ― 1,122.241,125.821,153.92

１株当たり

四半期(当期)純利益金額
(円) 18.83 10.05 10.90 9.66 49.21

潜在株式調整後１株当たり

四半期(当期)純利益金額
(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 54.5 50.3 52.7

営業活動による

キャッシュ・フロー
(千円) 698,2821,110,651 ― ― 2,040,147

投資活動による

キャッシュ・フロー
(千円) △1,447,519△3,484,772 ― ― △1,282,338

財務活動による

キャッシュ・フロー
(千円) △237,9811,439,960 ― ― △669,330

現金及び現金同等物の

四半期末(期末)残高
(千円) ― ― 3,438,0683,645,8744,580,034

従業員数 (名) ― ― 4,792 4,954 4,950

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

　

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成23年８月31日現在

従業員数(名) 4,954

(注) 従業員数は就業人員であります。

　
　

(2) 提出会社の状況

　 平成23年８月31日現在

従業員数(名) 3,759

(注) 従業員数は就業人員であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当社グループは生産活動を行っておりませんが、当第２四半期連結会計期間末日現在実施中のセグメ

ントごとの契約件数は、次のとおりであります。

　

セグメント名称及び業務別名称 契約件数(件) 前年同四半期比(％)

(セキュリティ事業) 　 　

常駐警備 825 104.0

機械警備 70,697 103.2

運輸警備 2,557 101.9

小計 74,079 103.1

(ビル管理・不動産事業) 383 118.2

合計 74,462 103.2

　
(2) 販売実績

当第２四半期連結会計期間におけるセグメントごとの販売実績は、次のとおりであります。

　

セグメント名称及び業務別名称 金額(千円) 前年同四半期比(％)

(セキュリティ事業) 　 　

常駐警備 5,158,177 104.7

機械警備 3,174,664 99.3

運輸警備 672,833 102.2

工事・機器販売 524,607 53.4

小計 9,530,283 97.6

(ビル管理・不動産事業) 251,860 148.8

合計 9,782,143 98.5

　　(注) １　上記金額には消費税等を含んでおりません。

　　２　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合について、前第２四半期連結会計期間

及び当第２四半期連結会計期間では10％未満となりましたので記載を省略しております。

　

２ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結会計期間における、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資家の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に

記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

　
３ 【経営上の重要な契約等】

(1)業務提携基本契約

契約会社名 相手方の名称 契約の名称 契約内容 契約期間

セントラル警備保

障㈱(当社)

東日本旅客鉄道

㈱

 (ＪＲ東日本)

業務提携基本

契約書

当社との資本提携及びＪＲ東日本グ

ループに対する警備サービスの提供に

関する業務提携（対価：物件ごとの個

別警備契約書による）。

平成９年12月18日

締結、以後1年ごと

の自動更新
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中における将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したもので

あります。

(1)経営成績の分析

当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、東日本大震災の影響が残る中、円高の長期化、電

力受給の制約、福島の原子力災害などを背景とした景況の悪化が懸念される不安定な状況が続いてお

ります。

当警備業界におきましては、引き続き安全・安心に対するニーズは高いものの、節電などにより企業

は設備投資の抑制意識が高く、個人消費においても景気停滞及び先行き不安により、支出削減意識が高

くなっており、価格競争が非常に厳しい経営環境が続いております。

このような状況の中、当社グループは平成21年３月よりスタートした新中期経営計画「ＣＳＰ

ニューパワーアップ計画」の最終年を迎えます。お客さま価値の創造を基本とし、ソリューション型営

業の強化、ニーズに沿った警備サービスの開発と提供、ＣＳＰブランド力の向上に努めております。ま

た、創業45周年を記念した「ホームセキュリティ（FG-i）キャンペーン」を展開し、ホームセキュリ

ティの拡販に尽力しております。

その結果、当第２四半期連結会計期間における当社グループの業績は、売上高は97億８千２百万円

（前年同期比1.5％減）となりました。利益面につきましては、人員増等に伴う労務費増及び営業キャ

ンペーンに伴う広告宣伝費増などにより営業利益は１億７千３百万円（前年同期比11.7％減）、経常

利益は２億５千４百万円（前年同期比12.1％減）となり、四半期純利益は１億３千８百万円（前年同

期比11.8％減）となりました。

セグメントごと及び業務別の業績は次のとおりであります。

(セキュリティ事業）

常駐警備部門につきましては、前年度の10月から開始した大型警備の売上が寄与したこともあり、当

第２四半期連結会計期間の売上高は51億５千８百万円（前年同期比4.7％増）となりました。

機械警備部門につきましては、厳しい企業間競争の中、新規受注及び解約防止に努めてまいりました

が、震災に伴う解約・休止等の影響により、当第２四半期連結会計期間の売上高は31億７千４百万円

（前年同期比0.7％減）となりました。

運輸警備部門につきましては、集配金サービスに尽力した結果、当第２四半期連結会計期間の売上高

は６億７千２百万円（前年同期比2.2％増）となりました。

工事・機器販売部門につきましては、大型案件が減少したこともあり、当第２四半期連結会計期間の

売上高は５億２千４百万円（前年同期比46.6％減）となりました。

これらの結果、当第２四半期連結会計期間のセキュリティ事業セグメントの売上高は95億３千万円

（前年同期比2.4％減）、営業利益は１億３千９百万円となりました。

(ビル管理・不動産事業)

ビル管理・不動産事業につきましては清掃業務や電気設備の保安業務等の建物総合管理サービス及

び不動産賃貸を中心に事業を行っております。当期３月に取得した賃貸不動産による売上が寄与した

こともあり、当第２四半期連結会計期間のビル管理・不動産事業セグメントの売上高は２億５千１百

万円（前年同期比48.8％増）となりましたが、取得に伴う減価償却費増等もあり営業利益は３千３百

万円となりました。
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(2)財政状況の分析

総資産及び負債の著しい増加要因は、不動産の取得及び取得に伴う資金調達によるものであります。

当第２四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ６億１百万円増加し、322億円

（前連結会計年度末比1.9％増）となりました。その主な内容は、建物及び構築物の増加12億７千１百

万円、土地の増加12億５千９百万円、現金及び預金の減少16億６千２百万円、投資有価証券の減少６億

１千３百万円などであります。

負債は、前連結会計年度末に比べ10億７千２百万円増加し、159億２千４百万円（同7.2％増）となり

ました。その主な内容は、長期借入金の増加16億６千４百万円、資産除去債務の増加２億９百万円、買掛

金の減少２億３千２百万円、未払法人税等の減少２億６千９百万円、預り金の減少４億４千３百万円な

どによるものです。

純資産は、利益剰余金が５千７百万円の減少、その他有価証券評価差額金が３億７千万円の減少など

により、前連結会計年度末に比べ４億７千万円減少し、162億７千５百万円（同2.8％減）となりまし

た。

　

(3)キャッシュ・フローの分析

当第２四半期連結会計期間における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)の状況は、次の通り

であります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

税金等調整前四半期純利益２億５千２百万円、減価償却費３億５千４百万円などの資金の主な増加

要因に対し、賞与引当金６億２千４百万円、未払費用１億円などの資金の主な減少要因により、当第２

四半期連結会計期間の営業活動の結果、減少した資金は２億２千８百万円（前年同四半期連結会計期

間に比べ１億７千９百万円の増加）であります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

有形固定資産の取得による支出２億１千５百万円などにより、当第２四半期連結会計期間の投資活

動の結果、使用した資金は３億６千８百万円（前年同四半期連結会計期間に比べ５億２千１百万円の

増加）であります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

長期借入金の返済による支出７千２百万円などにより、当第２四半期連結会計期間の財務活動の結

果、減少した資金は１億９百万円（前年同四半期連結会計期間に比べ４千７百万円の減少）でありま

す。

　

(4)事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な

変更及び新たに生じた課題はありません。

　

(5)研究開発活動

当第２四半期連結会計期間において、当社グループにおける研究開発活動の状況に重要な変更はあ

りません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、除去等について、重要な変更並びに重要

な設備計画の完了はありません。

　また、当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありませ

ん。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 40,000,000

計 40,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成23年８月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成23年10月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 14,816,692 14,816,692
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数
100株

計 14,816,692 14,816,692 ― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　　該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　　該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

　　　　該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成23年６月１日～
平成23年８月31日

― 14,816,692 ― 2,924,000 ― 2,781,500
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(6) 【大株主の状況】

　 　 平成23年８月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

東日本旅客鉄道株式会社 渋谷区代々木二丁目２番２号 3,704 25.0

株式会社もしもしホットライン 渋谷区代々木二丁目６番５号 726 4.9

セントラル警備保障社員持株会
新宿区西新宿二丁目４番１号
新宿NSビル

589 4.0

三井物産株式会社
(常任代理人　資産管理サービス信託銀行
株式会社)

千代田区大手町一丁目２番１号
(千代田区大手町一丁目２番１号
三井物産株式会社内)

445 3.0

住友商事株式会社 中央区晴海一丁目８番11号 362 2.4

セントラルセキュリティリーグ持株会
新宿区西新宿二丁目４番１号 
新宿NSビル

360 2.4

株式会社三井住友銀行 千代田区有楽町一丁目１番２号 310 2.1

株式会社みずほ銀行
(常任代理人　資産管理サービス信託銀行
株式会社)

千代田区内幸町一丁目１番５号
(中央区日本橋茅場町一丁目２番４号)

303 2.0

東洋テック株式会社 大阪府大阪市浪速区桜川一丁目７番18号 229 1.6

徳田　伸子 岐阜県土岐市妻木平成町 228 1.5

計 ― 7,260 49.0

(注)　１　所有株式数は千株未満を切り捨てて記載しております。

２　当社は、自己株式439千株を所有しておりますが、当該自己株式は議決権の行使が制限されているため、上記の大

株主から除いております。

　

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　 　 　 　 平成23年８月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

（自己保有株式）

― ―
普通株式 439,000

（相互保有株式）

普通株式 15,800

完全議決権株式(その他) 普通株式 14,330,200 143,302 ―

単元未満株式 普通株式 31,692 ― １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 　 14,816,692― ―

総株主の議決権 ― 143,302 ―

(注) １　「単元未満株式」には当社所有の自己株式6株が含まれております。

２　「完全議決権株式(その他)」には、証券保管振替機構名義の株式が2,100株(議決権21個)、「単元未満株式数」に

は、同名義の株式が71株含まれております。
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② 【自己株式等】

平成23年８月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
セントラル警備保障㈱

東京都新宿区西新宿
二丁目４番１号
新宿NSビル

439,000 ― 439,000 3.0

（相互保有株式）
㈱トーノーセキュリティ

岐阜県多治見市
上野町五丁目
38番１号

15,800 ― 15,800 0.1

計 ― 454,800 ― 454,800 3.1

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】
　

月別 平成23年３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月

最高(円) 864 828 797 826 845 825

最低(円) 631 762 757 769 802 771

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりでありま

す。

(1) 役職の異動

　

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

取締役 専務執行役員
経営計画担当 兼 新事業担当

取締役 鎌田 伸一郎 平成23年６月24日
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第２四半期連結会計期間(平成22年６月１日から平成22年８月31日まで)及び前第２四半期連結

累計期間(平成22年３月１日から平成22年８月31日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当

第２四半期連結会計期間(平成23年６月１日から平成23年８月31日まで)及び当第２四半期連結累計期間

(平成23年３月１日から平成23年８月31日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間(平成22年６月１

日から平成22年８月31日まで)及び前第２四半期連結累計期間(平成22年３月１日から平成22年８月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間(平成23年６月１日から平成23年８月31日

まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成23年３月１日から平成23年８月31日まで)に係る四半期連結財

務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成23年８月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成23年２月28日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 7,459,290 9,122,083

受取手形及び売掛金 511,821 625,022

未収警備料 3,323,497 3,367,174

貯蔵品 558,311 696,407

その他 2,238,235 1,886,311

貸倒引当金 △20,325 △13,584

流動資産合計 14,070,830 15,683,414

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 5,651,137 4,169,728

減価償却累計額 △2,095,642 △1,885,397

建物及び構築物（純額） ※
 3,555,494 2,284,330

警報機器及び運搬具 10,739,890 10,552,668

減価償却累計額 △8,175,692 △7,965,146

警報機器及び運搬具（純額） 2,564,198 2,587,521

土地 ※
 2,863,397 1,604,161

その他 1,026,927 953,619

減価償却累計額 △713,638 △687,065

その他（純額） 313,288 266,553

有形固定資産合計 9,296,379 6,742,568

無形固定資産 984,772 768,969

投資その他の資産

投資有価証券 4,192,579 4,806,041

その他 3,693,015 3,634,119

貸倒引当金 △37,306 △36,759

投資その他の資産合計 7,848,288 8,403,401

固定資産合計 18,129,440 15,914,939

資産合計 32,200,271 31,598,354
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成23年８月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成23年２月28日)

負債の部

流動負債

買掛金 961,935 1,194,758

短期借入金 ※
 1,188,643 1,096,009

未払法人税等 187,193 456,321

前受警備料 285,541 288,803

預り金 4,161,621 4,605,263

賞与引当金 858,165 866,323

役員賞与引当金 21,701 44,400

災害損失引当金 19,363 －

その他 2,662,054 2,597,498

流動負債合計 10,346,219 11,149,378

固定負債

長期借入金 ※
 2,819,429 1,155,316

退職給付引当金 156,016 171,083

役員退職慰労引当金 24,751 21,589

資産除去債務 209,127 －

その他 2,368,816 2,354,318

固定負債合計 5,578,140 3,702,307

負債合計 15,924,359 14,851,686

純資産の部

株主資本

資本金 2,924,000 2,924,000

資本剰余金 2,784,157 2,784,157

利益剰余金 9,304,467 9,362,070

自己株式 △393,891 △346,940

株主資本合計 14,618,733 14,723,286

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 1,581,486 1,951,517

繰延ヘッジ損益 △13,579 △15,584

評価・換算差額等合計 1,567,907 1,935,932

少数株主持分 89,270 87,449

純資産合計 16,275,911 16,746,668

負債純資産合計 32,200,271 31,598,354
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成22年３月１日
　至 平成22年８月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成23年３月１日
　至 平成23年８月31日)

売上高 19,730,826 19,802,968

売上原価 15,838,383 15,958,235

売上総利益 3,892,443 3,844,732

販売費及び一般管理費

役員報酬 141,895 166,214

給料及び手当 1,133,951 1,162,712

賞与 94,461 84,251

賞与引当金繰入額 172,231 176,796

役員賞与引当金繰入額 20,000 21,701

退職給付費用 27,756 39,149

その他 1,851,899 1,864,418

販売費及び一般管理費合計 3,442,195 3,515,243

営業利益 450,247 329,489

営業外収益

受取利息 8,923 8,521

受取配当金 78,737 84,648

受取保険料 － 29,876

その他 49,346 33,313

営業外収益合計 137,007 156,360

営業外費用

支払利息 33,166 43,747

その他 266 8,649

営業外費用合計 33,433 52,396

経常利益 553,822 433,453

特別利益

投資有価証券売却益 6,344 －

貸倒引当金戻入額 1,557 1,739

その他 800 －

特別利益合計 8,702 1,739

特別損失

投資有価証券評価損 － 27,535

固定資産除却損 20,003 1,269

災害による損失 － 5,853

災害損失引当金繰入額 － 19,363

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 72,663

その他 810 －

特別損失合計 20,813 126,684

税金等調整前四半期純利益 541,711 308,507

法人税、住民税及び事業税 208,210 155,808

法人税等調整額 50,597 6,950

法人税等合計 258,808 162,758

少数株主損益調整前四半期純利益 － 145,748

少数株主利益 11,032 1,232

四半期純利益 271,870 144,515
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第２四半期連結会計期間
(自 平成22年６月１日
　至 平成22年８月31日)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成23年６月１日
　至 平成23年８月31日)

売上高 9,934,766 9,782,143

売上原価 8,042,337 7,892,008

売上総利益 1,892,429 1,890,134

販売費及び一般管理費

役員報酬 71,355 82,009

給料及び手当 565,719 580,852

賞与 14,694 9,928

賞与引当金繰入額 130,328 132,482

役員賞与引当金繰入額 10,000 11,326

退職給付費用 17,644 23,085

その他 886,124 876,791

販売費及び一般管理費合計 1,695,866 1,716,476

営業利益 196,562 173,657

営業外収益

受取利息 6,303 6,223

受取配当金 75,051 71,371

受取保険料 － 19,154

その他 28,345 14,629

営業外収益合計 109,700 111,379

営業外費用

支払利息 16,292 22,325

その他 150 7,828

営業外費用合計 16,442 30,154

経常利益 289,820 254,883

特別利益

投資有価証券売却益 6,344 －

貸倒引当金戻入額 944 158

その他 800 －

特別利益合計 8,089 158

特別損失

固定資産除却損 8,285 419

災害による損失 － 2,448

その他 810 －

特別損失合計 9,095 2,867

税金等調整前四半期純利益 288,814 252,174

法人税、住民税及び事業税 △172,730 △194,543

法人税等調整額 300,397 309,393

法人税等合計 127,667 114,849

少数株主損益調整前四半期純利益 － 137,324

少数株主利益又は少数株主損失（△） 3,733 △1,501

四半期純利益 157,413 138,826
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成22年３月１日
　至 平成22年８月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成23年３月１日
　至 平成23年８月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 541,711 308,507

減価償却費 594,834 693,100

固定資産除却損 20,003 41,634

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 72,663

投資有価証券評価損益（△は益） － 27,535

災害損失引当金の増減額（△は減少） － 19,363

前払年金費用の増減額（△は増加） △121,682 △57,340

賞与引当金の増減額（△は減少） 18,202 △8,157

受取利息及び受取配当金 △87,661 △93,170

支払利息 33,166 43,747

売上債権の増減額（△は増加） △14,408 156,879

たな卸資産の増減額（△は増加） △2,601 138,095

仕入債務の増減額（△は減少） 352,966 △232,822

未払費用の増減額（△は減少） △255,096 34,401

預り保証金の増減額（△は減少） － 207,418

その他 △46,004 135,177

小計 1,033,429 1,487,033

利息及び配当金の受取額 87,661 93,170

利息の支払額 △33,773 △44,615

法人税等の支払額 △389,034 △424,937

営業活動によるキャッシュ・フロー 698,282 1,110,651

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の増減額（△は増加） △26,980 △1,987

有価証券の取得による支出 △700,000 △900,000

有価証券の償還による収入 － 900,000

有形固定資産の取得による支出 △510,433 △3,082,223

無形固定資産の取得による支出 △143,249 △334,467

投資有価証券の取得による支出 △68,590 △3,960

投資有価証券の売却による収入 11,448 －

その他 △9,714 △62,134

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,447,519 △3,484,772

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 115,775 132,434

長期借入れによる収入 － 1,910,000

長期借入金の返済による支出 △110,336 △285,686

リース債務の返済による支出 △40,862 △67,718

配当金の支払額 △202,131 △202,118

自己株式の取得による支出 △485 △46,950

自己株式の売却による収入 59 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △237,981 1,439,960

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △987,217 △934,160

現金及び現金同等物の期首残高 4,425,286 4,580,034

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 3,438,068

※
 3,645,874
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【継続企業の前提に関する事項】

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第２四半期連結累計期間

(自  平成23年３月１日  至  平成23年８月31日)

１  会計処理基準に関する事項

の変更

 「資産除去債務に関する会計基準」等の適用

第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」(企業会

計基準第18号  平成20年３月31日)及び「資産除去債務に関する会計基準の

適用指針」(企業会計基準適用指針第21号  平成20年３月31日)を適用してお

ります。

これにより、当第２四半期連結累計期間の営業利益及び経常利益は、それぞ

れ11,297千円、税金等調整前四半期純利益は83,961千円減少しております。ま

た、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は141,864千円であ

ります。

　

【表示方法の変更】

当第２四半期連結累計期間

(自  平成23年３月１日  至  平成23年８月31日)

(四半期連結損益計算書関係)

１  前第２四半期連結累計期間において、営業外収益の「その他」に含めていた「受取保険料」は重要性が増加

したため、当第２四半期連結累計期間では区分掲記することとしております。なお、前第２四半期連結累計期

間の営業外収益の「その他」に含まれる「受取保険料」は14,987千円であります。

２　「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号  平成20年12月26日)に基づく財務諸表等規則等の

一部を改正する内閣府令(平成21年３月24日  内閣府令第５号)の適用により、当第２四半期連結累計期間で

は、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。

 
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前第２四半期連結累計期間において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めていた「預

り保証金の増減額(△は減少)」は重要性が増加したため、当第２四半期連結累計期間では区分掲記することとし

ております。なお、前第２四半期連結累計期間の「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含まれる

「預り保証金の増減額(△は減少)」は△3,001千円であります。

　

当第２四半期連結会計期間

(自  平成23年６月１日  至  平成23年８月31日)

(四半期連結貸借対照表関係)

前第２四半期連結会計期間において、有形固定資産の「その他」に含めていた「土地」は、重要性が増加したた

め、当第２四半期連結会計期間では区分掲記することとしております。なお、前第２四半期連結会計期間の有形固

定資産の「その他」に含まれる「土地」は1,604,161千円であります。

(四半期連結損益計算書関係)

１  前第２四半期連結会計期間において、営業外収益の「その他」に含めていた「受取保険料」は重要性が増加

したため、当第２四半期連結会計期間では区分掲記することとしております。なお、前第２四半期連結会計期

間の営業外収益の「その他」に含まれる「受取保険料」は14,970千円であります。

２　「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号  平成20年12月26日)に基づく財務諸表等規則等の

一部を改正する内閣府令(平成21年３月24日  内閣府令第５号)の適用により、当第２四半期連結会計期間で

は、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。
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【簡便な会計処理】

当第２四半期連結累計期間(自　平成23年３月１日　至　平成23年８月31日)

重要なものはありません。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第２四半期連結累計期間(自　平成23年３月１日　至　平成23年８月31日)

該当事項はありません。

　

【追加情報】

当第２四半期連結累計期間
(自  平成23年３月１日  至  平成23年８月31日)

災害損失引当金の計上基準

　東日本大震災により被災した資産の修繕費用等の支出に備えるため、当四半期連結累計期間末における見込額を

計上しております。

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

当第２四半期連結会計期間末
(平成23年８月31日)

前連結会計年度末
(平成23年２月28日)

※　担保に供している資産及び担保付債務

＜担保資産＞ 　 　
　建物及び構築物 1,193,181千円

　土地 1,259,235　
　　　　　計 2,452,416　

　上記資産には抵当権が設定されております。

 
＜担保付債務＞ 　 　
　短期借入金 170,000千円

　長期借入金 1,530,000　
　　　　　計 1,700,000　

――――――――――

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前第２四半期連結累計期間
(自　平成22年３月１日 至　平成22年８月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成23年３月１日 至　平成23年８月31日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に記載されている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に記載されている科目の金額との関係

(平成22年８月31日) (平成23年８月31日)

現金及び預金勘定 7,195,496千円

有価証券勘定（譲渡性預金） 700,000　
　　　　　計 7,895,496　
運輸警備用現金及び預金 △3,717,377　
預入期間が

 ３か月を超える定期預金
△40,050　

預入期間が

 ３か月を超える譲渡性預金
△700,000　

現金及び現金同等物 3,438,068　
　

現金及び預金勘定 7,459,290千円

運輸警備用現金及び預金 △3,786,941　
預入期間が

 ３か月を超える定期預金
△26,475　

現金及び現金同等物 3,645,874　
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(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末（平成23年８月31日）及び

当第２四半期連結累計期間（自　平成23年３月１日　至　平成23年８月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当第２四半期連結会計期間末

普通株式(株) 14,816,692

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 当第２四半期連結会計期間末

普通株式(株) 439,006

　

３　配当に関する事項

　(1)配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年５月26日
定時株主総会

普通株式 202,118 14.00平成23年２月28日 平成23年５月27日 利益剰余金

　
　(2)基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計

期間の末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年10月13日
取締役会

普通株式 201,287 14.00平成23年８月31日 平成23年10月28日 利益剰余金

　
　

(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間(自  平成22年６月１日  至  平成22年８月31日)及び前第２四半期連結累計

期間(自  平成22年３月１日  至  平成22年８月31日)

全セグメントの売上高の合計、営業利益の合計額に占める「セキュリティ事業」の割合が90％を超え

るため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

　

【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間(自  平成22年６月１日  至  平成22年８月31日)及び前第２四半期連結累計

期間(自  平成22年３月１日  至  平成22年８月31日)

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、記載しておりません。

　

【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間(自  平成22年６月１日  至  平成22年８月31日)及び前第２四半期連結累計

期間(自  平成22年３月１日  至  平成22年８月31日)

海外売上高がないため、記載しておりません。
　

EDINET提出書類

セントラル警備保障株式会社(E04799)

四半期報告書

19/25



　

【セグメント情報】

(追加情報)

第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号  平成

21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20号

  平成20年３月21日)を適用しております。

　

１  報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役

会が経営資源の配分及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社グループは、当社及び当社の連結子会社が各々独立した経営単位であり、各社は取扱うサービス内容

について戦略を立案し、事業活動を展開しております。

従って、当社グループは事業の種類に基づき、「セキュリティ事業」及び「ビル管理・不動産事業」の２

つを報告セグメントとしております。

「セキュリティ事業」は、常駐警備、機械警備、運輸警備及びセキュリティ事業に附帯する工事等の他、防

犯機器等の販売やコールセンター業務等を行っております。

「ビル管理・不動産事業」は、ビル総合管理及び不動産賃貸事業を行っております。

　

２  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第２四半期連結累計期間(自  平成23年３月１日  至  平成23年８月31日)

　 　 　 (単位：千円)

　
報告セグメント

調整額
(注１)

四半期連結損益
計算書計上額
(注２)

セキュリティ
事業

ビル管理・
不動産事業

計

売上高 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 19,335,984466,98419,802,968 ― 19,802,968

  セグメント間の内部売上高又は振替高 1,972 129,838131,811△131,811 ―

計 19,337,957596,82219,934,779△131,81119,802,968

セグメント利益又は損失(△) 339,071△9,582 329,489 ― 329,489

(注) １．調整額△131,811千円は、セグメント間取引消去によるものです。

２．セグメント利益又は損失の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

　
当第２四半期連結会計期間(自  平成23年６月１日  至  平成23年８月31日)

　 　 　 (単位：千円)

　
報告セグメント

調整額
(注１)

四半期連結損益
計算書計上額
(注２)

セキュリティ
事業

ビル管理・
不動産事業

計

売上高 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 9,530,283251,8609,782,143 ― 9,782,143

  セグメント間の内部売上高又は振替高 1,097 66,942 68,040△68,040 ―

計 9,531,381318,8029,850,183△68,0409,782,143

セグメント利益 139,84733,809173,657 ― 173,657

(注) １．調整額△68,040千円は、セグメント間取引消去によるものです。

２．セグメント利益の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。
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(賃貸等不動産関係)

当第２四半期連結会計期間末(平成23年８月31日)

賃貸等不動産において、前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められます。

四半期連結会計期間末の時価  2,499,823千円

四半期連結貸借対照表計上額  2,499,823 〃

　

(１株当たり情報)

１  １株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末 (平成23年８月31日) 前連結会計年度末 (平成23年２月28日)

1,125.82円 1,153.92円

　

２  １株当たり四半期純利益金額等

第２四半期連結累計期間

前第２四半期連結累計期間
(自　平成22年３月１日  至　平成22年８月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成23年３月１日  至　平成23年８月31日)

１株当たり四半期純利益 18.83円
　

１株当たり四半期純利益 10.05円
　

(注) １．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　 ２．１株当たり四半期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第２四半期連結累計期間
(自  平成22年３月１日
至  平成22年８月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成23年３月１日
至  平成23年８月31日)

四半期純利益(千円) 271,870 144,515

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益(千円) 271,870 144,515

期中平均株式数(千株) 14,437 14,386

　

　
第２四半期連結会計期間

前第２四半期連結会計期間
(自　平成22年６月１日  至　平成22年８月31日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成23年６月１日  至　平成23年８月31日)

１株当たり四半期純利益 10.90円
　

１株当たり四半期純利益 9.66円
　

(注) １．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　 ２．１株当たり四半期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第２四半期連結会計期間
(自  平成22年６月１日
至  平成22年８月31日)

当第２四半期連結会計期間
(自  平成23年６月１日
至  平成23年８月31日)

四半期純利益(千円) 157,413 138,826

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益(千円) 157,413 138,826

期中平均株式数(千株) 14,437 14,378

　
(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

第40期(平成23年３月１日から平成24年２月29日まで)中間配当については、平成23年10月13日開催の取

締役会において、平成23年８月31日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを

決議いたしました。

①  配当金の総額                                201,287千円

②  １株当たりの金額                                   14円

③  支払請求権の効力発生日及び支払開始日   平成23年10月28日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

　

平成22年10月４日
　

セントラル警備保障株式会社

取　締　役　会　御　中

　

有限責任監査法人トーマツ 　
　

指定有限責任社員 　
公認会計士　　小　島　 洋 太 郎　　㊞

業 務 執 行 社 員　

　

指定有限責任社員 　
公認会計士　　鈴　木　　　 　努　　㊞

業 務 執 行 社 員　

　

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているセン

トラル警備保障株式会社の平成22年３月１日から平成23年２月28日までの連結会計年度の第２四半期連結会

計期間(平成22年６月１日から平成22年８月31日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成22年３月１日から

平成22年８月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書

及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明するこ

とにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、セントラル警備保障株式会社及び連結子会社

の平成22年８月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累

計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信

じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成２３年１０月１１日

　

セントラル警備保障株式会社

取　締　役　会　御　中

　

有限責任監査法人トーマツ 　
　

指定有限責任社員 　
公認会計士　　小　島　 洋 太 郎　　㊞

業 務 執 行 社 員　

　

指定有限責任社員 　
公認会計士　　鈴　木　　　 　努　　㊞

業 務 執 行 社 員　

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているセン

トラル警備保障株式会社の平成23年３月１日から平成24年２月29日までの連結会計年度の第２四半期連結会

計期間(平成23年６月１日から平成23年８月31日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成23年３月１日から

平成23年８月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書

及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明するこ

とにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、セントラル警備保障株式会社及び連結子会社

の平成23年８月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累

計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信

じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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